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研究ノート 
 チェルノブイリ原発事故被災地における 
環境管理に関する先行研究検索 
Retrieval of the literature on environmental management 
about stricken area by the Chernobyl nuclear accident 
 
山中 知彦1・小林 達哉2 
YAMANAKA Tomohiko and KOBAYASHI Tatsuya 
The authors collected the information, overt the internet, about environmental management 
and consensus methods found in earlier literature of the Chernobyl nuclear accidents stricken 
area. They expected those collected materials to help the unreturnable area of Fukushima nuclear 
accidents stricken area in this paper. They searched with 4 keywords, 
Chernobyl/Land/Use/Management in Japanese, English and Russian. They chose 23 literatures, 
21 of which were natural science reports. They think there are some stocks of this research area 
in Chernobyl. But the report of consensus methods of environments management was found only 
in Fukushima. So they must develop this research area in Japan. The earlier research out of these 
23 literatures was written in 1991, 5 years after the Chernobyl nuclear accidents. Therefore, 
many research reports of Fukushima should be open to public from now on. After releasing this 
paper, one of the authors visited the devastated area of Chernobyl and realized gaps between the 
information of the scene and internet search. So it is important to evaluate the results of online 
search carefully because it is easy to publish information online. We must not forget the values 
of local and minor knowledge which have rich meaning as well as internet information. 
キーワード：  インターネット、チェルノブイリ原子力発電所事故、環境管理、先行研究 
Key words: internet, the Chernobyl nuclear accident, environmental management, earlier literature 
１ はじめに 
東京電力福島第一原子力発電所（以下福島原発）事故による避難指示区域の中で最も厳しい状況に置か
れている帰還困難区域では、被災後 5 年が経過したのを節目に、帰還できないふるさとの劣化が進む農地や
宅地、公共用地などの環境管理の問題が大きくクローズアップされている。その際、効果的な除染方法や高
線量下における有効な土地利用方法の開発など科学技術的な課題が挙げられるとともに、コミュニティ単位
での環境管理に関する合意形成など社会技術的な課題をクリアすることの重要性も指摘されている。 
本稿は、チェルノブイリ原子力発電所（以下チェルノブイリ原発）事故被災地における環境管理方法および
環境管理に係る住民の合意形成方法についての先行研究成果を収集し、帰還困難区域コミュニティに適用
可能な選択肢を整理することを目的とする。 
唯一福島に先行する放射能汚染地域チェルノブイリ原発事故被災地における研究は、世界中で行われて
いるため、インターネット検索によって環境管理方法と環境管理に係る住民の合意形成方法についての先行
研究情報を収集する。検索使用言語として、日本語と英語の他、特に被災地域であるベラルーシ・ロシア・ウ
クライナに偏在する可能性が高いためロシア語を加え、3 カ国語による先行研究の検索を行う。以下、日本語
と英語のインターネット検索作業および調査の総括を山中が、ロシア語インターネット検索他ロシア語に係る
調査を新潟県立大学国際地域学科 OB でベラルーシ国立大学に短期留学経験のある小林達哉が担当した。 
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２ 日英露３ヵ国語インターネット検索による先行研究のレビュー 
２－１ 検索条件 
検索方法として、いくつかの検索サイトで試行を行い、最終的に学術専門誌、論文、書籍、要約など、さま
ざまな分野の学術資料を検索できるツールとして世界中で普及している Google Scholar を用い、共通検索条
件で日本語・英語・ロシア語の３ヵ国語の検索を行った。 
キーワード：日本語とその英語訳で予備的にいくつかのキーワードで検索した結果をみながら、環境管理
方法と住民の合意形成方法についての先行研究を検索するためのキーワードとして、最終的に「チェルノブイ
リ／土地／利用／管理」の 4 つのキーワードを選んだ。「合意形成（consensus）」は本研究にとって重要なキー
ワードであるが、「チェルノブイリ／土地／利用／管理／合意形成」の and 検索では、日本語のタイトル検索お
よび英語のタイトルならびに記事検索で一致する記事がヒットせず、日本語の記事検索でヒットした 63 件を見
ると、「合意形成」が検索条件として強く作用し、それ以外のキーワードは付随的に散見される傾向が強く、本
研究の先行研究に該当する記事が見つからなかった。従って、重要なキーワードであるものの「合意形成」を
検索条件から外し、「チェルノブイリ／土地／利用／管理」の 4 つのキーワードすべての and 検索から「チェル
ノブイリ／土地」の 2 キーワード検索の間で、4 段階のキーワードの組み合わせで検索を試みた。合意形成に
ついては、検索結果の中から関係する内容を読み取ることで代替した。 
関連性によるタイトル検索と記事検索：上記キーワード検索を関連性による順位付けで、タイトル検索と記事
検索に適用し、抽出件数および抽出資料の研究領域傾向分析、複数資料にわたる著者の抽出、環境管理方
法および住民の合意形成方法についての先行研究に該当する資料の概要レビューと評価を行った。 
 
２－２ 日本語検索結果分析（Google Scholar：and 検索 2016.7/13） 
検索キーワード：チェルノブイリ／土地／利用／管理 
検索の結果、先行研究に該当する研究に J1～J5 の通し番号を付けて参照する。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 and 管理 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 217 件 
タイトル検索で該当するものは無かった。記事検索結果を一覧すると、20 位を境に本研究テーマとの関
連が薄れる傾向が見て取れた。従って、上位 20 件の検索結果の内容を閲覧することにした。20 件中、記述
内容が「汚染状況や健康被害」に特化するなど、本研究で探そうとしているテーマと異なるもの、チェルノブ
イリにごく簡単に触れたに過ぎず、福島を主対象にしたものを除くと、4 件が本研究の先行研究として該当し
た。以下 4 件のタイトル、著者、出典、頁、発表年、概要を記載する。著者の重複は無かった。 
J1（検索順位 2）：「チェルノブイリ事故の経験から」柴田徳思 学術の動向 p.20-23 2014 
概要と評価：福島原発事故との比較を交え、チェルノブイリ原発事故による環境への影響とその修復に
関する知見を、国際原子力機関（以下 IAEA：International Atomic Energy Agency）によって設立された
チェルノブイリ・フォーラムの報告書の翻訳から紹介している。論文を構成する項目は、1.チェルノブイリ・
フォーラムの報告／2.環境の放射能汚染／3.環境への対策と修復／4.人体被ばく／5.動植物に及ぼす
放射線影響／6.チェルノブイリ石棺シェルター解体の環境と放射性廃棄物の管理／の 6 項目。 
全般的に概括的かつ楽観的な知見で、本研究に関連する「3.環境への対策と修復」においても、特に参
考となる知見は示されていない。 
 
 
J2（検索順位 3）：「チェルノブイリの汚染地域における農業復興の試み」河田昌東 金沢大学薬学シンポジ
ウム 2011 金沢大学創基 150 年記念「講演会・シンポジウム」シリーズ第 51 回［講演概要］p.1-10 2012 
概要と評価：NPO 法人チェルノブイリ救援・中部のメンバーである講演者が、ウクライナのナロジチという
村で 5 年以上実践している社会実験の成果を報告している。農村地域における代表的な汚染対策として
の「表土剥離・吸収抑制・反転耕」の三つの対策ができにくい場合の植物を使った浄化「バイオレメデー
ション」の限界と効用を紹介している。 
結論として、植物を使って大幅に放射性物質を土壌から減らすことはできないが、放射性物質を吸収し
やすい植物と吸収しにくい植物を輪作することにより、経済的側面や従事者の被ばく線量も含め農生活
を取り戻す提案がされていて、環境管理方法として参考になる。 
J3（検索順位 18）：「福島ダイアログセミナーの活動について」丹羽太貫 アイソトープニュース p.22-25 
2013 
概要と評価：1990 年代後半に、ベラルーシで住民による放射線の管理のための ETHOS というプロジェク
トが立ち上がり、成功を収めたことを参考に、福島で開催されているセミナーの紹介。住民主導型の復
旧・復興を円滑に行うには、地域住民、地域研究者、地方行政、放射線専門家などが相互に協力する必
要があり、そのためにできるだけ現場に近い方々との対話を目指し、ダイアログセミナーを企画したとのこ
と。2011 年 11 月の第 1 回から 2012 年 11 月の第 4 回までの情報が報告され、「影響を受けた地域社会
の生活環境の再建にはほかの地域社会との連帯が必須である」などの知見が示されている。 
本研究の目指す、合意形成のための仕組みの先行事例として、ベラルーシの ETHOS プロジェクトを含
め、さらに追跡調査する必要がある。 
J4（検索順位 19）：「里山ランドスケープの放射性物質汚染に関する問題と今後の展望」小林達明・山本理
恵 日本緑化工学会誌 p.265-273 2013 
概要と評価：森林環境の観点から、放射能汚染の問題点と対策を要領よく概観した論考。項目は、1.特
集企画の趣旨／2.放射線と放射能の基礎知識／3.チェルノブイリ事故で得られた知見／4.福島第一原
子力発電所事故で放出された放射性物質の里山における動態／5.里山対策の今後／の 5 項目。3.項で
は、IAEA から出された報告中、森林に関する要点部分が紹介されている。4.項では、著者らが参加する
調査チームを始めとする福島における調査研究の途中経過が示されている。5.項では、政府によって
2012 年 9 年に取りまとめられた環境回復検討会の「今後の森林除染の在り方に関する当面の整理につ
いて」の要点の紹介と、著者らの見解が示さているものの、概括的かつ一般的な対策の網羅に過ぎない。
最後に、対策の実施に向けての情報共有と合意形成の必要性が強調されている。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 309 件 
検索キーワード「管理」を減らして検索した結果、上位 20 位内で新たに 11 件がヒットした。その中で、本
研究の先行研究に該当するものは以下の 1 件であった。また前項の検索結果を含め、著者の重複は無か
った。 
J5（検索順位7）：「チェルノブイリ被災地の再生へ向けて ―放射能被災地・ナロジチ地区の実態調査から
の考察―」戸村京子 龍谷大学大学院 経済研究 No.8 p7-9 2008 
概要と評価：前項J2の先行研究に紹介されているNPOの活動の参加者による論文の要旨。稚拙な考察
が目立ち、参考になる知見は示されていない。 
・チェルノブイリ and 土地 and 管理 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 261 件 
検索キーワード「利用」を減らして検索した結果、上位 20 位内で 10 件が入れ替わった。新たにヒットした
10 件の中で、本研究の先行研究に該当するものはなかった。 
・チェルノブイリ and 土地 → タイトル検索：1 件／記事検索：約 390 件 
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２ 日英露３ヵ国語インターネット検索による先行研究のレビュー 
２－１ 検索条件 
検索方法として、いくつかの検索サイトで試行を行い、最終的に学術専門誌、論文、書籍、要約など、さま
ざまな分野の学術資料を検索できるツールとして世界中で普及している Google Scholar を用い、共通検索条
件で日本語・英語・ロシア語の３ヵ国語の検索を行った。 
キーワード：日本語とその英語訳で予備的にいくつかのキーワードで検索した結果をみながら、環境管理
方法と住民の合意形成方法についての先行研究を検索するためのキーワードとして、最終的に「チェルノブイ
リ／土地／利用／管理」の 4 つのキーワードを選んだ。「合意形成（consensus）」は本研究にとって重要なキー
ワードであるが、「チェルノブイリ／土地／利用／管理／合意形成」の and 検索では、日本語のタイトル検索お
よび英語のタイトルならびに記事検索で一致する記事がヒットせず、日本語の記事検索でヒットした 63 件を見
ると、「合意形成」が検索条件として強く作用し、それ以外のキーワードは付随的に散見される傾向が強く、本
研究の先行研究に該当する記事が見つからなかった。従って、重要なキーワードであるものの「合意形成」を
検索条件から外し、「チェルノブイリ／土地／利用／管理」の 4 つのキーワードすべての and 検索から「チェル
ノブイリ／土地」の 2 キーワード検索の間で、4 段階のキーワードの組み合わせで検索を試みた。合意形成に
ついては、検索結果の中から関係する内容を読み取ることで代替した。 
関連性によるタイトル検索と記事検索：上記キーワード検索を関連性による順位付けで、タイトル検索と記事
検索に適用し、抽出件数および抽出資料の研究領域傾向分析、複数資料にわたる著者の抽出、環境管理方
法および住民の合意形成方法についての先行研究に該当する資料の概要レビューと評価を行った。 
 
２－２ 日本語検索結果分析（Google Scholar：and 検索 2016.7/13） 
検索キーワード：チェルノブイリ／土地／利用／管理 
検索の結果、先行研究に該当する研究に J1～J5 の通し番号を付けて参照する。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 and 管理 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 217 件 
タイトル検索で該当するものは無かった。記事検索結果を一覧すると、20 位を境に本研究テーマとの関
連が薄れる傾向が見て取れた。従って、上位 20 件の検索結果の内容を閲覧することにした。20 件中、記述
内容が「汚染状況や健康被害」に特化するなど、本研究で探そうとしているテーマと異なるもの、チェルノブ
イリにごく簡単に触れたに過ぎず、福島を主対象にしたものを除くと、4 件が本研究の先行研究として該当し
た。以下 4 件のタイトル、著者、出典、頁、発表年、概要を記載する。著者の重複は無かった。 
J1（検索順位 2）：「チェルノブイリ事故の経験から」柴田徳思 学術の動向 p.20-23 2014 
概要と評価：福島原発事故との比較を交え、チェルノブイリ原発事故による環境への影響とその修復に
関する知見を、国際原子力機関（以下 IAEA：International Atomic Energy Agency）によって設立された
チェルノブイリ・フォーラムの報告書の翻訳から紹介している。論文を構成する項目は、1.チェルノブイリ・
フォーラムの報告／2.環境の放射能汚染／3.環境への対策と修復／4.人体被ばく／5.動植物に及ぼす
放射線影響／6.チェルノブイリ石棺シェルター解体の環境と放射性廃棄物の管理／の 6 項目。 
全般的に概括的かつ楽観的な知見で、本研究に関連する「3.環境への対策と修復」においても、特に参
考となる知見は示されていない。 
 
 
J2（検索順位 3）：「チェルノブイリの汚染地域における農業復興の試み」河田昌東 金沢大学薬学シンポジ
ウム 2011 金沢大学創基 150 年記念「講演会・シンポジウム」シリーズ第 51 回［講演概要］p.1-10 2012 
概要と評価：NPO 法人チェルノブイリ救援・中部のメンバーである講演者が、ウクライナのナロジチという
村で 5 年以上実践している社会実験の成果を報告している。農村地域における代表的な汚染対策として
の「表土剥離・吸収抑制・反転耕」の三つの対策ができにくい場合の植物を使った浄化「バイオレメデー
ション」の限界と効用を紹介している。 
結論として、植物を使って大幅に放射性物質を土壌から減らすことはできないが、放射性物質を吸収し
やすい植物と吸収しにくい植物を輪作することにより、経済的側面や従事者の被ばく線量も含め農生活
を取り戻す提案がされていて、環境管理方法として参考になる。 
J3（検索順位 18）：「福島ダイアログセミナーの活動について」丹羽太貫 アイソトープニュース p.22-25 
2013 
概要と評価：1990 年代後半に、ベラルーシで住民による放射線の管理のための ETHOS というプロジェク
トが立ち上がり、成功を収めたことを参考に、福島で開催されているセミナーの紹介。住民主導型の復
旧・復興を円滑に行うには、地域住民、地域研究者、地方行政、放射線専門家などが相互に協力する必
要があり、そのためにできるだけ現場に近い方々との対話を目指し、ダイアログセミナーを企画したとのこ
と。2011 年 11 月の第 1 回から 2012 年 11 月の第 4 回までの情報が報告され、「影響を受けた地域社会
の生活環境の再建にはほかの地域社会との連帯が必須である」などの知見が示されている。 
本研究の目指す、合意形成のための仕組みの先行事例として、ベラルーシの ETHOS プロジェクトを含
め、さらに追跡調査する必要がある。 
J4（検索順位 19）：「里山ランドスケープの放射性物質汚染に関する問題と今後の展望」小林達明・山本理
恵 日本緑化工学会誌 p.265-273 2013 
概要と評価：森林環境の観点から、放射能汚染の問題点と対策を要領よく概観した論考。項目は、1.特
集企画の趣旨／2.放射線と放射能の基礎知識／3.チェルノブイリ事故で得られた知見／4.福島第一原
子力発電所事故で放出された放射性物質の里山における動態／5.里山対策の今後／の 5 項目。3.項で
は、IAEA から出された報告中、森林に関する要点部分が紹介されている。4.項では、著者らが参加する
調査チームを始めとする福島における調査研究の途中経過が示されている。5.項では、政府によって
2012 年 9 年に取りまとめられた環境回復検討会の「今後の森林除染の在り方に関する当面の整理につ
いて」の要点の紹介と、著者らの見解が示さているものの、概括的かつ一般的な対策の網羅に過ぎない。
最後に、対策の実施に向けての情報共有と合意形成の必要性が強調されている。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 309 件 
検索キーワード「管理」を減らして検索した結果、上位 20 位内で新たに 11 件がヒットした。その中で、本
研究の先行研究に該当するものは以下の 1 件であった。また前項の検索結果を含め、著者の重複は無か
った。 
J5（検索順位7）：「チェルノブイリ被災地の再生へ向けて ―放射能被災地・ナロジチ地区の実態調査から
の考察―」戸村京子 龍谷大学大学院 経済研究 No.8 p7-9 2008 
概要と評価：前項J2の先行研究に紹介されているNPOの活動の参加者による論文の要旨。稚拙な考察
が目立ち、参考になる知見は示されていない。 
・チェルノブイリ and 土地 and 管理 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 261 件 
検索キーワード「利用」を減らして検索した結果、上位 20 位内で 10 件が入れ替わった。新たにヒットした
10 件の中で、本研究の先行研究に該当するものはなかった。 
・チェルノブイリ and 土地 → タイトル検索：1 件／記事検索：約 390 件 
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さらに検索キーワードを 2 語に減らして検索した結果、タイトル検索で抽出された資料 1 件は、「環境ウオ
ッチ（30）福島。チェルノブイリに学ぶことがある 被災者の生活再建と土地復活」で、上記記事検索でもヒッ
トしたが、内容的に雑誌の連載記事で、筆者の意見記事のレベルを超えず、先行研究としての知見は示さ
れていない。 
記事検索上位 20 位内で新たにヒットした 6 件は、いずれも本研究の先行研究には該当しなかった。 
２－３ 英語検索結果分析（Google Scholar：and 検索 2016.10/26） 
検索キーワード：Chernobyl（チェルノブイリ）／Land（土地）／Use（利用）／Management（管理） 
英語の記事検索による抽出資料件数は膨大なため、タイトル検索結果および記事検索結果上位 20 件を分
析の対象とする。また検索の結果、先行研究に該当する研究に E1～E11 の通し番号を付けて参照する。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 and 管理 → タイトル検索：1 件／記事検索：約 26,500 件 
タイトル検索で抽出された 1 件は、次の論文で以下にタイトル、著者、出典、頁、発表年月、概要を記載
する。 
E1「チェルノブイリ原発事故後の放射線堆積物の土地利用や環境管理への影響に関する放射能生態学の
進化に対する欧州委員会の貢献（EC Contribution to the evolution of the objectives of radioecological 
research in relation to the radioactive deposition and its impact on land use and environmental management 
after the nuclear accident at Chernobyl）」 Desmet, G. 1. international conference on 'The radiological 
consequences of the Chernobyl accident' p.31-38 1996 
概要と評価：チェルノブイリ原発事故後の制御不能な放射性核種の発散は、環境汚染の評価や人口へ
の影響に関する多数の科学的・政治的行動を導いた。影響を軽減するために大規模な対策が打たれ、
チェルノブイリ周辺地域の放射性核種の働きを追って様々な試みが始められた。これらの努力のいくつ
かは、本文に紹介されている。掻い摘んで言えば、既存の科学的態度に対比して、放射線生態学者た
ちが問題をどのように評価したのか、あるいは実際に起きてしまった現実の中で、放射線生態学の基礎
的見解を先鋭化し、彼らの持つ知見を検証したかというふうにいえる。項目は、1.導入／2.放射線生態学
の概念／3.チェルノブイリ事故後の調査の実施／4.事故後の環境への影響に関する長期的な放射線生
態学的調査結果の評価／結論／となっていて、2.と 3.を対比的に記述している。 
内容は、以下に紹介する諸研究に比較すると、総論的・抽象的レベルに留まっているように思われる。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 → タイトル検索：7 件／記事検索：約 26,500 件 
4 つのキーワードがタイトルにヒットした上記 E1論文に加え抽出された 6 件の内、ごく付随的にチェルノブ
イリに触れられている論文と、自然景観や土地利用の数量的な変化を扱った論文を除く 4 件が本研究の先
行研究として該当した。以下 4 件のタイトル、著者、出典、頁、発表年月、概要を記載する。 
E2（検索順位 2）：「ベラルーシのチェルノブイリ汚染地域への代替土地利用としての雑木の短期輪作（Short 
Rotation Coppice as Alternative Land Use for Chernobyl-Contaminated Areas of Belarus）」 Vandenhove, 
H.; Goor, F.; Timofeyev, S.; Grebenkov, A.; Thiry, Y. International Journal of Phytoremediation Volume 6, 
- Issue 2 p.139-156 2004 
概要と評価：チェルノブイリ被災地域の野外実験によって、汚染された土地における雑木の短期輪作が
代替エネルギー生産に向いていることが示された。セシウム 137 とストロンチウム 90 の移動が、砂質かつ
泥炭質土壌における柳の成長に関連していることが、4 成長期にわたり記録された。セシウム 137 とストロ
ンチウム 90 の砂質土壌から柳の木への第 2 成長期における移動は、それぞれ平均で 1.40±1.06×
10-3m2kg-1 および 130±74×10-3m2kg-1 であった。セシウム 137 の泥炭土壌における第 4 成長期または第
1 輪作の最後の値は、平均で 5.17±1.59×10-3m2kg-1 であった。セシウム 137 とストロンチウム 90 の移動
 
 
に目立った差異がないことが観察された。高いレベルの体積と移動を考慮すると、ベラルーシの燃料木
材の免除レベルを高く超えている。泥炭土壌の 1 輪作期における 1 株の年平均バイオマス生産量は西ヨ
ーロッパのバイオマス・エネルギーの年平均生産からして 7.8～16.0tha-1y-1 である。砂質土壌における 1
年生では、0.25tha-1y-1 である。通常は短期輪作に不向きなこれらの土壌における生産が、松林や耐乾性
の草に代わる貢献として期待できる。 
出典から推して、ファイトレメディエーション（phytoremediation）に関する実証的な報告である。ファイトレメ
ディエーションとは、植物が気孔や根から水分や養分を吸収する能力を利用して、土壌や地下水、大気
の汚染物質を吸収、分解する技術で、植物の根圏を形成する根粒菌などの微生物の働きによる相乗効
果で浄化する方法も含むバイオレメディエーションの一種であるという。日本語検索結果で紹介した J2
「チェルノブイリの汚染地域における農業復興の試み」との関連が強い。 
E3（検索順位 3）：「チェルノブイリ事故地域における土地利用の問題（Land Use Problems іn Chernobyl 
Accіdent Zone）」 Davydchuk, V.S.; Sorokіna, L.Y.  - Comparіsons of Landscape pattern Dynamіcs іn 
European Rural Areas p.70-73 1991 
概要と評価：［引用］でヒットしたがクリックできない→Web 上で見つからなかったことを意味する。 
E4（検索順位 6）：「チェルノブイリ事故後に一時的に土地利用が制限された農地の修復方法の開発
（Development of strategy of rehabilitation agricultural lands temporarily excluded from land use after 
Chernobyl accident）」 Shubina, O.A.; Fesenko, S.V. Proceedings of 5. international scientific conference 
'Sakharov readings 2005: Ecological problems of XXI century' p.157-158 2005 （原文はロシア語） 
概要と評価：チェルノブイリ事故後に、時限的に土地利用から外された領域の修復方法の開発について、
方法論的に示している。合理的戦略的な修復と復帰の論証には、いくつかのステップが必要である。1.
放射能の状況の分析と保護・修復の対策の実行の必要性の評価／2.汚染地における保護・修復対策の
適応の様々な手順の立案／3.チェルノブイリによって一時的に土地利用から除外された土地の戦略的
修復の効果の比較分析／である。さらに、農業植物栽培の食品への対策の実施がなければ、ロシア連
邦が採用する衛生管理と規定に従うと、牛乳は 2030-2035 年、肉は 2020-2025 年に基準をみたすことに
なるという報告がなされている。 
短い報告であるため詳細は不明であるものの、論文タイトルやステップ 2.や 3.は本報告の背景となってい
る研究に参考になる知見が示されている可能性がある。 
E5（検索順位 7）：「土地利用の最適化がチェルノブイリ原発事故による汚染低減の鍵となる（Land use 
optimization is the key task of reducing consequences of the Chernobyl NPP accident）」 Tsemko, V.I.; 
Novotorov, A.S.; Shostak, L.B. Problems of softening the Chernobyl accident consequences. Proceedings of 
the International seminar. p.51-54 1993 （原文はロシア語） 
概要と評価：本稿は、チェルノブイリ事故により汚染されたウクライナの領土において、土地利用の特性
によって定められた 4 つエリアに沿って、土地利用の最適化について考察している。チェルノブイリ事故
発生時の後は、事故の処理そのものに人やお金が使われた。再検討の末、汚染された土地における安
全な土地利用の最適化が最優先事項の一つとなった。土地利用の原則と戦略の基本は、生態系を健康
にすること、住居の安全や仕事の保証に向けられていなくてはならない、ということである。汚染された土
地は 4 つに分けられる。まず、完全に退去させられた土地に関しては、根本的な様式の変更が必要であ
る。もっとも考えうる形は、森林を生い茂らせること、牧草地化、そして保存のための一部の土地の利用で
ある。15-40Ci/㎢の領域においては、すべてのクリーンな食品や飲み水を保証するために、計画や国家
の組織に従わなければならない。5-15Ci/㎢の地域はまだらに存在し、もっとも困難である。しかし、計画
に沿った農業生産は放射物質が収穫物へ転移することを防ぐことを実現する要求に沿うかもしれない。
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さらに検索キーワードを 2 語に減らして検索した結果、タイトル検索で抽出された資料 1 件は、「環境ウオ
ッチ（30）福島。チェルノブイリに学ぶことがある 被災者の生活再建と土地復活」で、上記記事検索でもヒッ
トしたが、内容的に雑誌の連載記事で、筆者の意見記事のレベルを超えず、先行研究としての知見は示さ
れていない。 
記事検索上位 20 位内で新たにヒットした 6 件は、いずれも本研究の先行研究には該当しなかった。 
２－３ 英語検索結果分析（Google Scholar：and 検索 2016.10/26） 
検索キーワード：Chernobyl（チェルノブイリ）／Land（土地）／Use（利用）／Management（管理） 
英語の記事検索による抽出資料件数は膨大なため、タイトル検索結果および記事検索結果上位 20 件を分
析の対象とする。また検索の結果、先行研究に該当する研究に E1～E11 の通し番号を付けて参照する。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 and 管理 → タイトル検索：1 件／記事検索：約 26,500 件 
タイトル検索で抽出された 1 件は、次の論文で以下にタイトル、著者、出典、頁、発表年月、概要を記載
する。 
E1「チェルノブイリ原発事故後の放射線堆積物の土地利用や環境管理への影響に関する放射能生態学の
進化に対する欧州委員会の貢献（EC Contribution to the evolution of the objectives of radioecological 
research in relation to the radioactive deposition and its impact on land use and environmental management 
after the nuclear accident at Chernobyl）」 Desmet, G. 1. international conference on 'The radiological 
consequences of the Chernobyl accident' p.31-38 1996 
概要と評価：チェルノブイリ原発事故後の制御不能な放射性核種の発散は、環境汚染の評価や人口へ
の影響に関する多数の科学的・政治的行動を導いた。影響を軽減するために大規模な対策が打たれ、
チェルノブイリ周辺地域の放射性核種の働きを追って様々な試みが始められた。これらの努力のいくつ
かは、本文に紹介されている。掻い摘んで言えば、既存の科学的態度に対比して、放射線生態学者た
ちが問題をどのように評価したのか、あるいは実際に起きてしまった現実の中で、放射線生態学の基礎
的見解を先鋭化し、彼らの持つ知見を検証したかというふうにいえる。項目は、1.導入／2.放射線生態学
の概念／3.チェルノブイリ事故後の調査の実施／4.事故後の環境への影響に関する長期的な放射線生
態学的調査結果の評価／結論／となっていて、2.と 3.を対比的に記述している。 
内容は、以下に紹介する諸研究に比較すると、総論的・抽象的レベルに留まっているように思われる。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 → タイトル検索：7 件／記事検索：約 26,500 件 
4 つのキーワードがタイトルにヒットした上記 E1論文に加え抽出された 6 件の内、ごく付随的にチェルノブ
イリに触れられている論文と、自然景観や土地利用の数量的な変化を扱った論文を除く 4 件が本研究の先
行研究として該当した。以下 4 件のタイトル、著者、出典、頁、発表年月、概要を記載する。 
E2（検索順位 2）：「ベラルーシのチェルノブイリ汚染地域への代替土地利用としての雑木の短期輪作（Short 
Rotation Coppice as Alternative Land Use for Chernobyl-Contaminated Areas of Belarus）」 Vandenhove, 
H.; Goor, F.; Timofeyev, S.; Grebenkov, A.; Thiry, Y. International Journal of Phytoremediation Volume 6, 
- Issue 2 p.139-156 2004 
概要と評価：チェルノブイリ被災地域の野外実験によって、汚染された土地における雑木の短期輪作が
代替エネルギー生産に向いていることが示された。セシウム 137 とストロンチウム 90 の移動が、砂質かつ
泥炭質土壌における柳の成長に関連していることが、4 成長期にわたり記録された。セシウム 137 とストロ
ンチウム 90 の砂質土壌から柳の木への第 2 成長期における移動は、それぞれ平均で 1.40±1.06×
10-3m2kg-1 および 130±74×10-3m2kg-1 であった。セシウム 137 の泥炭土壌における第 4 成長期または第
1 輪作の最後の値は、平均で 5.17±1.59×10-3m2kg-1 であった。セシウム 137 とストロンチウム 90 の移動
 
 
に目立った差異がないことが観察された。高いレベルの体積と移動を考慮すると、ベラルーシの燃料木
材の免除レベルを高く超えている。泥炭土壌の 1 輪作期における 1 株の年平均バイオマス生産量は西ヨ
ーロッパのバイオマス・エネルギーの年平均生産からして 7.8～16.0tha-1y-1 である。砂質土壌における 1
年生では、0.25tha-1y-1 である。通常は短期輪作に不向きなこれらの土壌における生産が、松林や耐乾性
の草に代わる貢献として期待できる。 
出典から推して、ファイトレメディエーション（phytoremediation）に関する実証的な報告である。ファイトレメ
ディエーションとは、植物が気孔や根から水分や養分を吸収する能力を利用して、土壌や地下水、大気
の汚染物質を吸収、分解する技術で、植物の根圏を形成する根粒菌などの微生物の働きによる相乗効
果で浄化する方法も含むバイオレメディエーションの一種であるという。日本語検索結果で紹介した J2
「チェルノブイリの汚染地域における農業復興の試み」との関連が強い。 
E3（検索順位 3）：「チェルノブイリ事故地域における土地利用の問題（Land Use Problems іn Chernobyl 
Accіdent Zone）」 Davydchuk, V.S.; Sorokіna, L.Y.  - Comparіsons of Landscape pattern Dynamіcs іn 
European Rural Areas p.70-73 1991 
概要と評価：［引用］でヒットしたがクリックできない→Web 上で見つからなかったことを意味する。 
E4（検索順位 6）：「チェルノブイリ事故後に一時的に土地利用が制限された農地の修復方法の開発
（Development of strategy of rehabilitation agricultural lands temporarily excluded from land use after 
Chernobyl accident）」 Shubina, O.A.; Fesenko, S.V. Proceedings of 5. international scientific conference 
'Sakharov readings 2005: Ecological problems of XXI century' p.157-158 2005 （原文はロシア語） 
概要と評価：チェルノブイリ事故後に、時限的に土地利用から外された領域の修復方法の開発について、
方法論的に示している。合理的戦略的な修復と復帰の論証には、いくつかのステップが必要である。1.
放射能の状況の分析と保護・修復の対策の実行の必要性の評価／2.汚染地における保護・修復対策の
適応の様々な手順の立案／3.チェルノブイリによって一時的に土地利用から除外された土地の戦略的
修復の効果の比較分析／である。さらに、農業植物栽培の食品への対策の実施がなければ、ロシア連
邦が採用する衛生管理と規定に従うと、牛乳は 2030-2035 年、肉は 2020-2025 年に基準をみたすことに
なるという報告がなされている。 
短い報告であるため詳細は不明であるものの、論文タイトルやステップ 2.や 3.は本報告の背景となってい
る研究に参考になる知見が示されている可能性がある。 
E5（検索順位 7）：「土地利用の最適化がチェルノブイリ原発事故による汚染低減の鍵となる（Land use 
optimization is the key task of reducing consequences of the Chernobyl NPP accident）」 Tsemko, V.I.; 
Novotorov, A.S.; Shostak, L.B. Problems of softening the Chernobyl accident consequences. Proceedings of 
the International seminar. p.51-54 1993 （原文はロシア語） 
概要と評価：本稿は、チェルノブイリ事故により汚染されたウクライナの領土において、土地利用の特性
によって定められた 4 つエリアに沿って、土地利用の最適化について考察している。チェルノブイリ事故
発生時の後は、事故の処理そのものに人やお金が使われた。再検討の末、汚染された土地における安
全な土地利用の最適化が最優先事項の一つとなった。土地利用の原則と戦略の基本は、生態系を健康
にすること、住居の安全や仕事の保証に向けられていなくてはならない、ということである。汚染された土
地は 4 つに分けられる。まず、完全に退去させられた土地に関しては、根本的な様式の変更が必要であ
る。もっとも考えうる形は、森林を生い茂らせること、牧草地化、そして保存のための一部の土地の利用で
ある。15-40Ci/㎢の領域においては、すべてのクリーンな食品や飲み水を保証するために、計画や国家
の組織に従わなければならない。5-15Ci/㎢の地域はまだらに存在し、もっとも困難である。しかし、計画
に沿った農業生産は放射物質が収穫物へ転移することを防ぐことを実現する要求に沿うかもしれない。
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土地から植物への放射能物質の転移を下げる、または蓄積を下げるために様々な作業の組み合わせが
必要となる。5Ci/㎢以下の地域では、追加の制限は要求されない。 
論文タイトルやエリアごとの最適化方法において参考になる知見が示されている可能性がある。 
・チェルノブイリ and 土地 and 管理 → タイトル検索：2 件／記事検索：約 38,300 件 
4 つのキーワードがタイトルにヒットした上記論文（順位 2）に加え抽出された 1 件は、GIS を用いたウクライ
ナにおけるバイオマス・エネルギーに関する研究で、本研究の先行研究には該当しない。 
・チェルノブイリ and 土地 → タイトル検索：27 件／記事検索：約 43,400 件 
タイトル検索でヒットした 27 件中、上記でチェック済みの 8 件を除く 19 件中、放射線生態学的科学論文 6
件、チェルノブイリ事故被災地域外における研究 3 件、時事的な新聞記事 2 件、立法に関する論評 1 件、
重複検索 1 件を除く 6 件が本研究の先行研究として該当した。以下 5 件のタイトル、著者、出典、頁、発表
年月、概要を記載する。E6 および E9 論文の著者 Vandenhove, H.が前々項 E2 論文著者と重複し、3 論文
の共著者に名を連ねている。 
E6（検索順位 3）：「チェルノブイリ汚染土地におけるファイトレメディエーション（Phytoremediation of 
Chernobyl Contaminated Land）」 Victorova, N.; Voitesekhovitch, O.; Sorochinsky, B.; Vandenhove, H.; 
Konoplev, A.; Konopleva, I.  Oxford JournalsScience & Mathematics Radiation Protection Dosimetry 
Volume 92, Issue 1-3 p.59-64. 2000 
概要と評価：1986 年の事故により、チェルノブイリ原発から半径 10 ㎞以内のほとんどの土地は、依然重
度に汚染されたままである。1998 年、PHYTOR プロジェクトの下に、3 年にわたる柳の植生システムによ
って汚染された土地を安定化する可能性の調査が始められた。最初の年に、Pripyat 川の汚染された氾
濫原で数多くのスクリーニングテストが実施された。生き残った新しい柳の群落が、様々な場所でテストさ
れた。Yanov 付近の主として湿った泥炭土壌（ここではほぼ 100％の柳が生き残った）を除き、生存はわ
ずかであった。にもかかわらず、Pripyat 川の氾濫原のあらゆる場所で柳が発見された。7～8 年生の古い
群落は上流の段丘で、1～2 年生の苗木は新たに堆積した砂質沖積土に見られた。これらの柳の放射性
セシウムの値は 10-4～10-3m2.kg-1、放射性ストロンチウムの値は 10-3～10-2m2.kg-1 であった。バイオマス生
産量は低く、70～100kg.ha-1.y-1であった。従って、バイオマスに固定化された放射性核種は取るに足らな
い。それどころか、移動性セシウム留分については、放射性セシウムの 0.1％以下、放射性ストロンチウム
の 1％以下が木に吸着される。それにもかかわらず、柳が土壌堆積物の再懸濁や浸食を減らすことが立
証された。 
概要から判断すると、本論文は柳による土壌改良に言及し、E2 の論文と論旨を共有すると思われる。 
E7（検索順位 7）：「1991－1995 のチェルノブイリ原発事故による汚染状況下での農業組織への助言
（Recommendations for organisation of agriculture under conditions of land contamination as a result of the 
Chernobyl NPP accident for 1991–1995）」Alexakhin, R.M. - RIARAE-Report, Moscow, 1991 
概要と評価：［引用］でヒットしたがクリックできない→Web 上で見つからなかったことを意味する。また、レ
ポートのタイトルと発表年に齟齬がある。 
E8（検索順位 13）：「チェルノブイリ事故による放射能汚染土地の放射線生態学的見地からの修復
（Radioecological aspects of the rehabilitation of land contaminated by radionuclides following the Chernobyl 
accident）」 Firsakova, S.K.; Zhuchenko, Y.M. International conference on one decade after Chernobyl: 
Summing up the consequences of the accident. Poster presentations. p.80-85 1997 （原文はロシア語） 
概要と評価：放射線核種によって汚染された地域の改善における重要なアプローチの一つは、放射線
生態学の定見における個々の線量と食糧生産による集団的線量被爆の低下への貢献の可能性の評価
である。1995 年の個人被曝が 1mSv/y の許容量を超える（ベラルーシの）ゴメリ州チェルチェスク地方の例
では、総内部被曝量への提言が定められるとともに、低減のための手段が提起された。牧草地の家畜の
 
 
生草食の根本的な改善は、牛乳による内部被曝の急激な低減となって現れた。このことは、耕作された
牧場の牧草を使いだして以降の 5 年間が、牛乳による個人被曝を 405kBq/m2 であった平均汚染レベル
から 0.98mSv へと方向転換させたことを示している。最近の食材における放射性核種は、様々なエコシス
テムの試みによって方向転換されている。集団的被曝低減のための封止策の様々な適用が考えられる。
英文概要からは、牧草地の管理によって牛乳による内部被曝低減の有効性がうかがえる。 
E9（検索順位 19）：「チェルノブイリと福島以後の農地管理のオプション：科学、技術、社会の接合
（Agricultural land management options after the Chernobyl and Fukushima accidents: The articulation of 
science, technology, and society）」 Vandenhove, H.; Turcanu, C. Integrated Environmental Assessment and 
Management Volume 12, Issue 4 p.C1–C1, p.662–666 2016 
概要と評価：チェルノブイリとフクシマ後の農地の修復方法の選択は、技術的かつ社会経済的な側面か
らの検証によって比較されよう。分析によって、フクシマにおける表土の置換やチェルノブイリにけるカリウ
ム施肥の優先など、耕作の実施や他の封止策や別のアプローチなどの共通点が浮かび上がる。本分析
は、修復のアプローチの仕方には物理的・社会的・政治的環境への最適解が必要であることを示してい
る。複雑な性格の意思決定問題は、関係者による公式の手続きと意思決定のツールの開発を求めてい
る。 
概要からは、チェルノブイリとフクシマでの経験知から、合意形成を含む一般論への展開を試みた論述
であることがうかがえる。 
E10（検索順位 22）：「チェルノブイリ・ゾーンにおける土地改良行為による放射性汚染度の評価（Evaluation 
of the situation and radiation contamination degree of land improvement objects in Chernobyl zone）」
Shevchenko, O.L.; Ryabtseva, G.P.; Nasjedkyin, Yi.Yu.; Nazarov, Yi.Yi.; Yatsik, M.V. Kholosha, V.Yi. 
（ed.）; Myinyisterstvo Ukrayini z pitan' nadzvichajnikh situatsyij ta u spravakh zakhistu naselennya vyid 
naslyidkyiv Chornobil's'koyi katastrofi, Kyiv （Ukraine）; Ukrayins'kij Radyiologyichnij Uchbovij Tsentr, 
Kyiv （Ukraine）; 250 p; p.93-94 1997 （原文はウクライナ語） 
概要と評価：英文概要記述が無いため不明。 
E11（検索順位 24）：「チェルノブイリ大災害後の農業的な土地保有から撤退した大地の修復（Rehabilitation 
of the grounds removed from agricultural land tenure after Chernobyl catastrophe）」 Tsybul'ka, N.N. 
Committee on the problems of the consequences of the catastrophe at the Chernobyl NPP under the Council 
of Ministers of the Republic of Belarus, Minsk （Belarus）. Funding organisation: Office of OSCE, Minsk 
（Belarus）; 286 p; p.11-12 2006 
概要と評価：初期の放射線汚染状況における農業の重要な戦略は、放射線量負荷の低減による農産物
の線量汚染削減を目指した様々な手段の実現であった。一つの極端な方法は、土地利用からの撤退と
農業組織の清算であった。チェルノブイリ被災地である（ベラルーシの）モギリョフ州では、3 万 9 千 ha の
農地が撤退しており、その表土の状態は様々である。これらの大地の実質的な修復は、放射線学的機会
や生産と経済状況の複合的な要因を受け入れて考えざるを得ない。その基本的な判断基準として、土壌
汚染度／農産物の放射性核種／土壌の遺伝的肥沃／農業技術的な大地の状態／生産的・経済的効
率／防除策の経済的実現性／を挙げることができる。大地の修復条件としては、汚染濃度に適した農作
物／高い遺伝的肥沃土壌／農業技術的実現に対する過剰ではない出費／潜在的農業者にとっての便
利な立地／を挙げることができる。大地に対し、例えば石灰土壌化、有機化、リンとカリの施肥といった農
業技術的な防除策を実現する。肥沃度の増加と効率的な土地の利用によって、適切な安全基準の下に
生産できる保証を用意する。土壌肥沃度が初期値 22 以下の場合は放置し、23.9～26.0 の場合は家畜飼
料用に使用し、26.0 以上の場合は農業用に使用することが想定できる。 
フルテキストで A4／1 頁に収められた、極めて分かりやすい報告として評価できる。 
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土地から植物への放射能物質の転移を下げる、または蓄積を下げるために様々な作業の組み合わせが
必要となる。5Ci/㎢以下の地域では、追加の制限は要求されない。 
論文タイトルやエリアごとの最適化方法において参考になる知見が示されている可能性がある。 
・チェルノブイリ and 土地 and 管理 → タイトル検索：2 件／記事検索：約 38,300 件 
4 つのキーワードがタイトルにヒットした上記論文（順位 2）に加え抽出された 1 件は、GIS を用いたウクライ
ナにおけるバイオマス・エネルギーに関する研究で、本研究の先行研究には該当しない。 
・チェルノブイリ and 土地 → タイトル検索：27 件／記事検索：約 43,400 件 
タイトル検索でヒットした 27 件中、上記でチェック済みの 8 件を除く 19 件中、放射線生態学的科学論文 6
件、チェルノブイリ事故被災地域外における研究 3 件、時事的な新聞記事 2 件、立法に関する論評 1 件、
重複検索 1 件を除く 6 件が本研究の先行研究として該当した。以下 5 件のタイトル、著者、出典、頁、発表
年月、概要を記載する。E6 および E9 論文の著者 Vandenhove, H.が前々項 E2 論文著者と重複し、3 論文
の共著者に名を連ねている。 
E6（検索順位 3）：「チェルノブイリ汚染土地におけるファイトレメディエーション（Phytoremediation of 
Chernobyl Contaminated Land）」 Victorova, N.; Voitesekhovitch, O.; Sorochinsky, B.; Vandenhove, H.; 
Konoplev, A.; Konopleva, I.  Oxford JournalsScience & Mathematics Radiation Protection Dosimetry 
Volume 92, Issue 1-3 p.59-64. 2000 
概要と評価：1986 年の事故により、チェルノブイリ原発から半径 10 ㎞以内のほとんどの土地は、依然重
度に汚染されたままである。1998 年、PHYTOR プロジェクトの下に、3 年にわたる柳の植生システムによ
って汚染された土地を安定化する可能性の調査が始められた。最初の年に、Pripyat 川の汚染された氾
濫原で数多くのスクリーニングテストが実施された。生き残った新しい柳の群落が、様々な場所でテストさ
れた。Yanov 付近の主として湿った泥炭土壌（ここではほぼ 100％の柳が生き残った）を除き、生存はわ
ずかであった。にもかかわらず、Pripyat 川の氾濫原のあらゆる場所で柳が発見された。7～8 年生の古い
群落は上流の段丘で、1～2 年生の苗木は新たに堆積した砂質沖積土に見られた。これらの柳の放射性
セシウムの値は 10-4～10-3m2.kg-1、放射性ストロンチウムの値は 10-3～10-2m2.kg-1 であった。バイオマス生
産量は低く、70～100kg.ha-1.y-1であった。従って、バイオマスに固定化された放射性核種は取るに足らな
い。それどころか、移動性セシウム留分については、放射性セシウムの 0.1％以下、放射性ストロンチウム
の 1％以下が木に吸着される。それにもかかわらず、柳が土壌堆積物の再懸濁や浸食を減らすことが立
証された。 
概要から判断すると、本論文は柳による土壌改良に言及し、E2 の論文と論旨を共有すると思われる。 
E7（検索順位 7）：「1991－1995 のチェルノブイリ原発事故による汚染状況下での農業組織への助言
（Recommendations for organisation of agriculture under conditions of land contamination as a result of the 
Chernobyl NPP accident for 1991–1995）」Alexakhin, R.M. - RIARAE-Report, Moscow, 1991 
概要と評価：［引用］でヒットしたがクリックできない→Web 上で見つからなかったことを意味する。また、レ
ポートのタイトルと発表年に齟齬がある。 
E8（検索順位 13）：「チェルノブイリ事故による放射能汚染土地の放射線生態学的見地からの修復
（Radioecological aspects of the rehabilitation of land contaminated by radionuclides following the Chernobyl 
accident）」 Firsakova, S.K.; Zhuchenko, Y.M. International conference on one decade after Chernobyl: 
Summing up the consequences of the accident. Poster presentations. p.80-85 1997 （原文はロシア語） 
概要と評価：放射線核種によって汚染された地域の改善における重要なアプローチの一つは、放射線
生態学の定見における個々の線量と食糧生産による集団的線量被爆の低下への貢献の可能性の評価
である。1995 年の個人被曝が 1mSv/y の許容量を超える（ベラルーシの）ゴメリ州チェルチェスク地方の例
では、総内部被曝量への提言が定められるとともに、低減のための手段が提起された。牧草地の家畜の
 
 
生草食の根本的な改善は、牛乳による内部被曝の急激な低減となって現れた。このことは、耕作された
牧場の牧草を使いだして以降の 5 年間が、牛乳による個人被曝を 405kBq/m2 であった平均汚染レベル
から 0.98mSv へと方向転換させたことを示している。最近の食材における放射性核種は、様々なエコシス
テムの試みによって方向転換されている。集団的被曝低減のための封止策の様々な適用が考えられる。
英文概要からは、牧草地の管理によって牛乳による内部被曝低減の有効性がうかがえる。 
E9（検索順位 19）：「チェルノブイリと福島以後の農地管理のオプション：科学、技術、社会の接合
（Agricultural land management options after the Chernobyl and Fukushima accidents: The articulation of 
science, technology, and society）」 Vandenhove, H.; Turcanu, C. Integrated Environmental Assessment and 
Management Volume 12, Issue 4 p.C1–C1, p.662–666 2016 
概要と評価：チェルノブイリとフクシマ後の農地の修復方法の選択は、技術的かつ社会経済的な側面か
らの検証によって比較されよう。分析によって、フクシマにおける表土の置換やチェルノブイリにけるカリウ
ム施肥の優先など、耕作の実施や他の封止策や別のアプローチなどの共通点が浮かび上がる。本分析
は、修復のアプローチの仕方には物理的・社会的・政治的環境への最適解が必要であることを示してい
る。複雑な性格の意思決定問題は、関係者による公式の手続きと意思決定のツールの開発を求めてい
る。 
概要からは、チェルノブイリとフクシマでの経験知から、合意形成を含む一般論への展開を試みた論述
であることがうかがえる。 
E10（検索順位 22）：「チェルノブイリ・ゾーンにおける土地改良行為による放射性汚染度の評価（Evaluation 
of the situation and radiation contamination degree of land improvement objects in Chernobyl zone）」
Shevchenko, O.L.; Ryabtseva, G.P.; Nasjedkyin, Yi.Yu.; Nazarov, Yi.Yi.; Yatsik, M.V. Kholosha, V.Yi. 
（ed.）; Myinyisterstvo Ukrayini z pitan' nadzvichajnikh situatsyij ta u spravakh zakhistu naselennya vyid 
naslyidkyiv Chornobil's'koyi katastrofi, Kyiv （Ukraine）; Ukrayins'kij Radyiologyichnij Uchbovij Tsentr, 
Kyiv （Ukraine）; 250 p; p.93-94 1997 （原文はウクライナ語） 
概要と評価：英文概要記述が無いため不明。 
E11（検索順位 24）：「チェルノブイリ大災害後の農業的な土地保有から撤退した大地の修復（Rehabilitation 
of the grounds removed from agricultural land tenure after Chernobyl catastrophe）」 Tsybul'ka, N.N. 
Committee on the problems of the consequences of the catastrophe at the Chernobyl NPP under the Council 
of Ministers of the Republic of Belarus, Minsk （Belarus）. Funding organisation: Office of OSCE, Minsk 
（Belarus）; 286 p; p.11-12 2006 
概要と評価：初期の放射線汚染状況における農業の重要な戦略は、放射線量負荷の低減による農産物
の線量汚染削減を目指した様々な手段の実現であった。一つの極端な方法は、土地利用からの撤退と
農業組織の清算であった。チェルノブイリ被災地である（ベラルーシの）モギリョフ州では、3 万 9 千 ha の
農地が撤退しており、その表土の状態は様々である。これらの大地の実質的な修復は、放射線学的機会
や生産と経済状況の複合的な要因を受け入れて考えざるを得ない。その基本的な判断基準として、土壌
汚染度／農産物の放射性核種／土壌の遺伝的肥沃／農業技術的な大地の状態／生産的・経済的効
率／防除策の経済的実現性／を挙げることができる。大地の修復条件としては、汚染濃度に適した農作
物／高い遺伝的肥沃土壌／農業技術的実現に対する過剰ではない出費／潜在的農業者にとっての便
利な立地／を挙げることができる。大地に対し、例えば石灰土壌化、有機化、リンとカリの施肥といった農
業技術的な防除策を実現する。肥沃度の増加と効率的な土地の利用によって、適切な安全基準の下に
生産できる保証を用意する。土壌肥沃度が初期値 22 以下の場合は放置し、23.9～26.0 の場合は家畜飼
料用に使用し、26.0 以上の場合は農業用に使用することが想定できる。 
フルテキストで A4／1 頁に収められた、極めて分かりやすい報告として評価できる。 
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２－４ ロシア語検索結果分析（Google Scholar：and 検索 2016.8/10） 
検索キーワード：Чернобыль（チェルノブイリ）／земля（土地）／пользование
（利用）／контроль（管理） 
ロシア語の記事検索による抽出資料件数も膨大なため、タイトル検索結果および記事検索結果上位 20 件
を分析の対象とする。また検索の結果、先行研究に該当する研究に R1～R9 の通し番号を付けて参照する。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 and 管理 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 3,500 件 
記事検索結果上位 20 件のタイトルを閲覧する。記述内容をタイトルから判断すると「放射線生態学」に
関する 8 件、「分析方法」に関する 3 件、「健康被害」やチェルノブイリと無関係な内容など本研究と異なる
内容のもの 8 件を除くと、1 件のみが本研究の先行研究として該当する可能性がある。以下そのタイトル、
著者、出典、発表年、概要を記載する。 
R1（検索順位 5）：「Биоресурсный потенциал и использование почв в зоне экологического влияния 
Чернобыльской АЭС（チェルノブイリ事故の生態的影響を受けた地区における生物資源のポテンシャルと
土 地 の 利 用 ） 」 Г.М. Топурия  ИЗВЕСТИЯ ОРЕНБУРГСКОГО ГОСУДАРСТВЕННОГО 
АГРАРНОГО УНИВЕРСИТЕТА p.133-136 2004 
概要と評価：野菜だけではなく、動物性の食品にも放射能が含まれていることを指摘している。主に二つ
の放射線濃度を下げる手段を提示している。一つには、土地を肥沃にしたり、生産力を高めたりといった
一般的（伝統的）な方法、もう一つは、専門的な土地改良技術者が行う方法である。さらに、有機の鉱物
資料の導入や酸性の土壌に石灰処理するというシステムは、汚染地域における重要な保護政策である。
記述に E11 との共通性が見られる。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 4,900 件 
検索キーワード「管理」を減らして検索した結果、上位 20 位内で新たに 15 件がヒットした。その中で、本
研究の先行研究に該当するものは以下の 6 件であった。著者の重複は無かった。 
R2（検索順位 2）：「СОСТОЯНИЕ СЕЛЬСКОХОЗЯЙСТВЕННЫХ ЗЕМЕЛЬ, ВЫВЕДЕННЫХ ИЗ 
ПОЛЬЗОВАНИЯ В РЕЗУЛЬТАТЕ ЧЕРНОБЫЛЬСКОЙ АВАРИИ（チェルノブイリ事故によって利用から
除外された農業経済の土地の状況）」 Д.А. Новикова Научный потенциал молодежи– будущему 
Беларуси p.40-41 2011 
概要と評価：チェルノブイリが与えた影響について俯瞰している。特に汚染された地域の面積が詳細に
書かれており、それによって農業が約 7 億ドルもの経済的打撃を受けたとしている。 
1 頁の報告に具体的な数字が並ぶ経済学的なレポートであると思われる。 
R3 （ 検 索 順 位 3 ） ： 「 Радиационноопасные земли и перспективы возврата их в хозяйственное 
пользование（放射能危険地域と農業利用における復帰の観点）」 Цыбулько, Николай Николаевич 
Почвенно-земельные ресурсы p.79-81 2012 
概要と評価：チェルノブイリによって被害を受けた地域の管轄の詳細が示されている。さらに、各地域で
利用制限が行われた土地がどのくらい再利用できるのか、そして、その用途を耕作地、牧草地の 2 つに
分けて述べている。ゴメリ地区では、約半分の土地が土地改良によって耕作可能な土地になった。農業
用として約 7%が復帰すると見込まれているが、その 2/3 が牧草地としての利用である。 
福島県の帰還困難区域における今後の農業的土地利用の参考になる報告。 
R4 （ 検 索 順 位 5 ） ： 「 ОСОБЕННОСТИ СОДЕРЖАНИЯ ЗЕМЕЛЬ, ВЫВЕДЕННЫХ ИЗ 
СЕЛЬСКОХОЗЯЙСТВЕННОГО ОБОРОТА ПОСЛЕ КАТАСТРОФЫ НА ЧЕРНОБЫЛЬСКОЙ（土地
の特性：チェルノブイリ事故後の農業経済の流通から導き出されたもの）」 Мерзлова.О.А Экология и 
защита окружающей среды p.315-318 2014 
 
 
概要と評価：全体として、植林に関する論文である。2013 年時点で、モギリョフ地区の 43,450 ヘクタール
は農産物用への使用は不可となっている。そのうちの 74%で林業としての使用を試みている。しかし、一
部は雪解けによる春の増水時に冠水するところもあり、林業としても使用できないとされている。さらに、
植林する際も木に覆われていたり、湿原状の地域もあり、容易ではないことが報告されている。そして、
財政面の問題もある。個人的な資金や共和国の財源は十分ではなく、2013 年は計算上 10 ヘクタール
分の資金しか得ることができなかった。 
福島県の帰還困難区域における今後の山林管理の参考になる報告。 
R5 （ 検 索 順 位 7 ） ： 「 ЕКОЛОГО-ЕКОНОМИЧЕСКИЕ ПРОБЛЕМЫ ИСПОЛЬЗОВАНИЯ В 
МОГИЛЕВСКОЙ ПБЛАСТИ РЕСПУБЛИКИ БЕЛАРУСБ（モギリョフ地域における土地の利用の生態
的・経済的問題）」 Комлева.С.М.,Орешникова.О.В Устойчивое развитие экономики p.60-61 2014 
概要と評価：汚染地の扱いで困難な点は、汚染の規模の大きさと、その不均等さにあると指摘している。
汚染地には川も含まれているが、1986 年から 2009 年にかけて、年平均の放射能濃度の低下は認めら
れている。しかし、現状では専門的な指導やその実行なしでは、その地区において、農産物の生産はで
きないと結論づけている。 
R3 同様、福島県の帰還困難区域における今後の農業的土地利用の参考になる報告。 
R6（検索順位 10）：「ЭКОЛОГИЧЕСКОЕ СОСТОЯНИЕ И РАЦИОНАЛЬНОЕ ИСПОЛЬЗОВАНИЕ 
ПОЧВ ГОМЕЛЬСКОЙ ОБЛАСТИ （生態学の状況とゴメリ地区の合理的利用）」  Н.В.Годунова 
Почвенно-земельные ресурсы p.50-52 2012 
概要と評価：ゴメリ地区の汚染度を報告する資料である。放射能汚染だけではなく、土地の侵食も無視
できない状況になっていることを指摘している。放射能汚染濃度に関しては、ゴメリ地区は 3 つのグルー
プに分類されており、それぞれ、セシウムとストロンチウムの濃度を基準に分類している。今日では、産業
廃棄物による土壌汚染も深刻化していることに触れている。 
福島県の帰還困難区域における今後の環境管理の参考になる報告。 
R7（検索順位 18）：「ПРОГНОЗ ИЗМЕНЕНИЯ РАСТИТЕЛЬНЫХ СООБЩЕСТВ НА ТЕРРИТОРИЯХ, 
ВЫВЕДЕННЫХ ИЗ СЕЛЬСКОХОЗЯЙСТВЕННОГО ИСПОЛЬЗОВАННИЯ ПОСЛЕ АВАРИИ НА 
ЧЕРНОБЫЛЬСКОЙ АЭС（チェルノブイリ事故によって農業地の利用から追放された領域における植物共
同体の変化の予測）」 САПЕГИН.Л.М. ДАЙНЕКО.С.В. АВСЕЕНКО.С.В. 出典：不明 p.223-230 発
表年：不明 
概要と評価：植物群生の変化が報告されている。様々な種類の植物の変化をとらえた上で、土壌の特性
やタイプが新たな植物群生の形成に大きな影響を与えているとしている。結論では、開墾された土地は
使用中止後、植物の再編がなされ、沼地の草原では、使用しない場合と比べて、使用したほうが土地の
悪化がかなり抑えられたとしている。 
前報同様、福島県の帰還困難区域における今後の環境管理の参考になる報告。 
・チェルノブイリ and 土地 and 管理 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 4,840 件 
検索キーワード「利用」を減らして検索した結果、上位 20 位内で 18 件が入れ替わった。新たにヒットした 18
件の中で、本研究の先行研究に該当するものは以下の2 件であった。また前項の検索結果を含め、著者の重
複は無かった。 
R8（検索順位 8 ）：「モギリョフ地区の移住地と立ち入り禁止地区の行政と維持の試み（ОПЫТ 
УПРАВЛЕНИЯ И СОДЕРЖАНИЯ ТЕРРИТОРИЙ ОТСЕЛЕНИЯ И ОТЧУЖДЕНИЯ 
МОГИЛЕВСКОЙ ОБЛАСТИ）」 Мерзлота О.А., Шапшеева Т.П. Экология и защита окружающей 
среды p.23-26 2015 
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２－４ ロシア語検索結果分析（Google Scholar：and 検索 2016.8/10） 
検索キーワード：Чернобыль（チェルノブイリ）／земля（土地）／пользование
（利用）／контроль（管理） 
ロシア語の記事検索による抽出資料件数も膨大なため、タイトル検索結果および記事検索結果上位 20 件
を分析の対象とする。また検索の結果、先行研究に該当する研究に R1～R9 の通し番号を付けて参照する。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 and 管理 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 3,500 件 
記事検索結果上位 20 件のタイトルを閲覧する。記述内容をタイトルから判断すると「放射線生態学」に
関する 8 件、「分析方法」に関する 3 件、「健康被害」やチェルノブイリと無関係な内容など本研究と異なる
内容のもの 8 件を除くと、1 件のみが本研究の先行研究として該当する可能性がある。以下そのタイトル、
著者、出典、発表年、概要を記載する。 
R1（検索順位 5）：「Биоресурсный потенциал и использование почв в зоне экологического влияния 
Чернобыльской АЭС（チェルノブイリ事故の生態的影響を受けた地区における生物資源のポテンシャルと
土 地 の 利 用 ） 」 Г.М. Топурия  ИЗВЕСТИЯ ОРЕНБУРГСКОГО ГОСУДАРСТВЕННОГО 
АГРАРНОГО УНИВЕРСИТЕТА p.133-136 2004 
概要と評価：野菜だけではなく、動物性の食品にも放射能が含まれていることを指摘している。主に二つ
の放射線濃度を下げる手段を提示している。一つには、土地を肥沃にしたり、生産力を高めたりといった
一般的（伝統的）な方法、もう一つは、専門的な土地改良技術者が行う方法である。さらに、有機の鉱物
資料の導入や酸性の土壌に石灰処理するというシステムは、汚染地域における重要な保護政策である。
記述に E11 との共通性が見られる。 
・チェルノブイリ and 土地 and 利用 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 4,900 件 
検索キーワード「管理」を減らして検索した結果、上位 20 位内で新たに 15 件がヒットした。その中で、本
研究の先行研究に該当するものは以下の 6 件であった。著者の重複は無かった。 
R2（検索順位 2）：「СОСТОЯНИЕ СЕЛЬСКОХОЗЯЙСТВЕННЫХ ЗЕМЕЛЬ, ВЫВЕДЕННЫХ ИЗ 
ПОЛЬЗОВАНИЯ В РЕЗУЛЬТАТЕ ЧЕРНОБЫЛЬСКОЙ АВАРИИ（チェルノブイリ事故によって利用から
除外された農業経済の土地の状況）」 Д.А. Новикова Научный потенциал молодежи– будущему 
Беларуси p.40-41 2011 
概要と評価：チェルノブイリが与えた影響について俯瞰している。特に汚染された地域の面積が詳細に
書かれており、それによって農業が約 7 億ドルもの経済的打撃を受けたとしている。 
1 頁の報告に具体的な数字が並ぶ経済学的なレポートであると思われる。 
R3 （ 検 索 順 位 3 ） ： 「 Радиационноопасные земли и перспективы возврата их в хозяйственное 
пользование（放射能危険地域と農業利用における復帰の観点）」 Цыбулько, Николай Николаевич 
Почвенно-земельные ресурсы p.79-81 2012 
概要と評価：チェルノブイリによって被害を受けた地域の管轄の詳細が示されている。さらに、各地域で
利用制限が行われた土地がどのくらい再利用できるのか、そして、その用途を耕作地、牧草地の 2 つに
分けて述べている。ゴメリ地区では、約半分の土地が土地改良によって耕作可能な土地になった。農業
用として約 7%が復帰すると見込まれているが、その 2/3 が牧草地としての利用である。 
福島県の帰還困難区域における今後の農業的土地利用の参考になる報告。 
R4 （ 検 索 順 位 5 ） ： 「 ОСОБЕННОСТИ СОДЕРЖАНИЯ ЗЕМЕЛЬ, ВЫВЕДЕННЫХ ИЗ 
СЕЛЬСКОХОЗЯЙСТВЕННОГО ОБОРОТА ПОСЛЕ КАТАСТРОФЫ НА ЧЕРНОБЫЛЬСКОЙ（土地
の特性：チェルノブイリ事故後の農業経済の流通から導き出されたもの）」 Мерзлова.О.А Экология и 
защита окружающей среды p.315-318 2014 
 
 
概要と評価：全体として、植林に関する論文である。2013 年時点で、モギリョフ地区の 43,450 ヘクタール
は農産物用への使用は不可となっている。そのうちの 74%で林業としての使用を試みている。しかし、一
部は雪解けによる春の増水時に冠水するところもあり、林業としても使用できないとされている。さらに、
植林する際も木に覆われていたり、湿原状の地域もあり、容易ではないことが報告されている。そして、
財政面の問題もある。個人的な資金や共和国の財源は十分ではなく、2013 年は計算上 10 ヘクタール
分の資金しか得ることができなかった。 
福島県の帰還困難区域における今後の山林管理の参考になる報告。 
R5 （ 検 索 順 位 7 ） ： 「 ЕКОЛОГО-ЕКОНОМИЧЕСКИЕ ПРОБЛЕМЫ ИСПОЛЬЗОВАНИЯ В 
МОГИЛЕВСКОЙ ПБЛАСТИ РЕСПУБЛИКИ БЕЛАРУСБ（モギリョフ地域における土地の利用の生態
的・経済的問題）」 Комлева.С.М.,Орешникова.О.В Устойчивое развитие экономики p.60-61 2014 
概要と評価：汚染地の扱いで困難な点は、汚染の規模の大きさと、その不均等さにあると指摘している。
汚染地には川も含まれているが、1986 年から 2009 年にかけて、年平均の放射能濃度の低下は認めら
れている。しかし、現状では専門的な指導やその実行なしでは、その地区において、農産物の生産はで
きないと結論づけている。 
R3 同様、福島県の帰還困難区域における今後の農業的土地利用の参考になる報告。 
R6（検索順位 10）：「ЭКОЛОГИЧЕСКОЕ СОСТОЯНИЕ И РАЦИОНАЛЬНОЕ ИСПОЛЬЗОВАНИЕ 
ПОЧВ ГОМЕЛЬСКОЙ ОБЛАСТИ （生態学の状況とゴメリ地区の合理的利用）」  Н.В.Годунова 
Почвенно-земельные ресурсы p.50-52 2012 
概要と評価：ゴメリ地区の汚染度を報告する資料である。放射能汚染だけではなく、土地の侵食も無視
できない状況になっていることを指摘している。放射能汚染濃度に関しては、ゴメリ地区は 3 つのグルー
プに分類されており、それぞれ、セシウムとストロンチウムの濃度を基準に分類している。今日では、産業
廃棄物による土壌汚染も深刻化していることに触れている。 
福島県の帰還困難区域における今後の環境管理の参考になる報告。 
R7（検索順位 18）：「ПРОГНОЗ ИЗМЕНЕНИЯ РАСТИТЕЛЬНЫХ СООБЩЕСТВ НА ТЕРРИТОРИЯХ, 
ВЫВЕДЕННЫХ ИЗ СЕЛЬСКОХОЗЯЙСТВЕННОГО ИСПОЛЬЗОВАННИЯ ПОСЛЕ АВАРИИ НА 
ЧЕРНОБЫЛЬСКОЙ АЭС（チェルノブイリ事故によって農業地の利用から追放された領域における植物共
同体の変化の予測）」 САПЕГИН.Л.М. ДАЙНЕКО.С.В. АВСЕЕНКО.С.В. 出典：不明 p.223-230 発
表年：不明 
概要と評価：植物群生の変化が報告されている。様々な種類の植物の変化をとらえた上で、土壌の特性
やタイプが新たな植物群生の形成に大きな影響を与えているとしている。結論では、開墾された土地は
使用中止後、植物の再編がなされ、沼地の草原では、使用しない場合と比べて、使用したほうが土地の
悪化がかなり抑えられたとしている。 
前報同様、福島県の帰還困難区域における今後の環境管理の参考になる報告。 
・チェルノブイリ and 土地 and 管理 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 4,840 件 
検索キーワード「利用」を減らして検索した結果、上位 20 位内で 18 件が入れ替わった。新たにヒットした 18
件の中で、本研究の先行研究に該当するものは以下の2 件であった。また前項の検索結果を含め、著者の重
複は無かった。 
R8（検索順位 8 ）：「モギリョフ地区の移住地と立ち入り禁止地区の行政と維持の試み（ОПЫТ 
УПРАВЛЕНИЯ И СОДЕРЖАНИЯ ТЕРРИТОРИЙ ОТСЕЛЕНИЯ И ОТЧУЖДЕНИЯ 
МОГИЛЕВСКОЙ ОБЛАСТИ）」 Мерзлота О.А., Шапшеева Т.П. Экология и защита окружающей 
среды p.23-26 2015 
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概要と評価：チェルノブイリ原発事故以降のモギリョフ地区における現状と行政によるその対策が紹介さ
れている。ベラルーシ共和国は 1992 年に被害の大きかったモギリョフ地区を特別管理区にすることを決
めたが、2006 年から土壌汚染の低下を受け、特別管理区の範囲は縮小された。管理区は 18 歳以上の
成人に通行許可書の発行を行い、通行することができ、管理区では、衛生状況や放射能の状況を改善
する対策がなされている。2014 年の 11 月時点では、38 世帯、62 人が生活している。ここでは、墓地の
管理や、森に深刻な影響を与える火事へ問題が紹介されていた。火事に関しては、火事を予防し消火
する組織が連携して対策を行っており、埋葬地の除染サービスや維持はうまくいっているようである。 
特別管理区の変遷とそこに係る環境管理施策の報告として貴重である。福島の帰還困難区域の今後の
施策を考える上でも全訳する意味があろう。 
R9（検索順位 20）：「放射能管理地域における移住と人口統計学の推移（МИГРАЦИОННЫЕ И 
ДЕМОГРАФИЧЕСКИЕ ПРОЦЕССЫ В ЗОНЕ РАДИАЦИОННОГО КОНТРОЛЯ）」 Лихачев Н.Е. 
Сахровские чтения 2006 года:экологические проблемы XXI века p.46-48 2006 
概要と評価：モギリョフにおける人口の増減のデータとアンケートの内容について紹介している。政府とし
てもモギリョフ地区とゴメリ地区の産業の成長を目指しているが、人口流出や出生率の低下が甚だしいよ
うである。ソツォプロス（インターネットを通し、ロシア語圏の社会の意見を調査する機関）によると、現在
モギリョフに住んでいる人々の約 54％の人々が将来住むことを希望している。しかし、健康的な理由も含
め、このまま住むことに不安を感じている人も多いようである。モギリョフ外へ移住した人の中にはこの地
区への帰還も望んでいるが、否定的な意見も多い。特に若者は半数以上が帰還に難色を示した。さらに、
この地域の人々は子供を産むことをあまり望まず、そのことも重なり、人口は低下している。 
人口統計や住民意識を含む社会科学系の調査報告として貴重である。帰還困難区域に指定された福
島県飯舘村長泥行政区の住民意識と重なる部分もあり、福島の帰還困難区域での合意形成の前提とな
る住民意識の変化を予測する材料としても全訳する意味があろう。 
・チェルノブイリ and 土地 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 9,270 件 
さらに検索キーワードを 2 語に減らして検索した結果、上位 20 位内で 15 件が入れ替わった。新たにヒット
した 15 件の中で、本研究の先行研究に該当するものはなかった。 
 
２－５ 日英露インターネット検索結果を比較して見えること 
表 検索ヒット数 
 日本語 英語 ロシア語 
キーワード タイトル 記事 タイトル 記事 タイトル 記事 
チェルノブイリ and 土地 and 利用 and 管理 0 217 1 26,500 0 3,500 
チェルノブイリ and 土地 and 利用 0 309 7 26,500 0 4,900 
チェルノブイリ and 土地 and 管理 0 261 2 38,300 0 4,840 
チェルノブイリ and 土地 1 390 27 43,400 0 9,270 
 
・記事検索ヒット数を比較すると、日本語 3 桁、英語 5 桁、ロシア語 4 桁と桁違いの結果が見えた。
http://www.internetworldstats.com/stats.htm の Top Ten Languages Used in the Web - June 30, 2016（Number 
of Internet Users by Language）によれば、インターネット上の使用言語の割合は、英語 26.3％、日本語 3.2％、
ロシア語 2.9％となっており、本検索においてロシア語の割合が高く示されているのは、まさに被災地域にお
けるフィールドに即した研究がアップされている結果だと考えられる。また、キーワード 3 語検索の結果にお
 
 
いて、英語のみで管理＞利用となっているのは、IAEA など英語を使用する研究者の意識が、Use(利用)より
も Management（管理）に傾斜していることの表れともいえよう。 
･日本語記事検索で抽出された 5 件の先行研究中、3 件が IAEA やベラルーシの情報に触発され
て行われており、そのいずれも福島原発事故との比較においてチェルノブイリ原発事故を取り上
げている。 
・英語タイトル検索で抽出された 11 件の先行研究の中で、3 件の原文がロシア語、1 件はウクライナ語であっ
た。このことは、現地語を使用する研究者がタイトルおよび概要に英語を用いた研究成果を多く発表している
ことを示していて、現地語を解読できない場合、本文の内容にアクセスできない。また、11 件中 2 件が[引用]
でヒットしたが、Web上で本体が見つからず、タイトル検索の限界が示された。11 件中 3 件の著者に名を連ね
ている Vandenhove, H.（Hildegarde Vandenhove）は、ベルギーの核研究センター（Belgian Nuclear Research 
Centre）に所属する環境科学・土壌科学・廃棄物管理（Environmental Science, Soil Science, Waste 
Management）を専攻する研究者であった。 
・ロシア語検索で抽出された 9 件の先行研究のすべてがフィールドに即した先行研究で、福島の帰還困難区
域の今後の環境管理の参考になる報告として認められた。 
 
３ 考察 
今回抽出した先行研究J1～J5、E1～E11、R1～R9計 25 件中、フルテキストまたは概要によって内容にアク
セスできた 23 件について考察を加える。 
環境管理方法に関する研究報告は 23 件中 21 件で、いずれも自然科学的な研究報告である。その中で、
施肥や段階的な農業的土地利用転換などによる土壌改良に関する報告が 6 件（E5・E8・E9・E11・R1・R3）、植
物を使った浄化「バイオレメデーション」に関する報告が 5 件（J2・J5・E2・E6・R7）、一般的な方法論に関する
報告が 3 件（J1・E1・E4・E9）、土地の汚染状況を含む農業経済学に特化した報告が 3 件（R2・R5・R6）、林業
に特化した報告が 2 件（J4・R4）となっている。自然科学的な環境管理方法に関する研究報告は、一定程度
チェルノブイリ原発事故被災地での蓄積があり、福島の帰還困難区域の環境管理を考える上で今後さらに重
要な意味を持ってくるものと思われる。 
住民の合意形成方法に関する研究報告は、23 件中 J3・E9・R9 の 3 件であり、その内 E9 は自然科学的環
境管理方法を、R9 は人口統計等社会科学的内容を含んでいる。J3 は福島での住民の合意形成方法を念頭
にチェルノブイリでの事例に触れている報告で、今回の検索方法の限界もあるのかもしれないものの、住民の
合意形成方法を正面から論じた唯一の検索結果である。チェルノブイリ原発事故が発生した当時、被災地域
はソビエト連邦共和国時代で、住民と土地の関係は福島原発事故におけるそれと異なるため、合意形成に関
する社会学的な調査研究が成立しにくい状況があったと考えられる。従い、この分野における方法論的な研
究は、福島原発事故以降の今後のわが国において開発される必要があるといえよう。 
今回抽出した先行研究 25 件中、発表年の不明な 1 件を除く 24 件の発表年を見ると、1991 年 2 件、1993
年 1 件、1996 年 1 件、1997 年 2 件、2000 年 1 件、2004 年 2 件、2005 年 1 件、2006 年 2 件、2008 年 1 件、
2011 年 1 件、2012 年 3 件、2013 年 2 件、2014 年 3 件、2015 年 1 件、2016 年 1 件で、福島原発事故以前が
14 件、以降が 10 件となっている。この内、最も早い発表年 1991 年はチェルノブイリ原発事故後 5 年にあたる。
また、ロシア語検索で抽出された 9 件は、2004 年以降に発表された報告で、それ以前の 5 件（内 2 件の原文
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概要と評価：チェルノブイリ原発事故以降のモギリョフ地区における現状と行政によるその対策が紹介さ
れている。ベラルーシ共和国は 1992 年に被害の大きかったモギリョフ地区を特別管理区にすることを決
めたが、2006 年から土壌汚染の低下を受け、特別管理区の範囲は縮小された。管理区は 18 歳以上の
成人に通行許可書の発行を行い、通行することができ、管理区では、衛生状況や放射能の状況を改善
する対策がなされている。2014 年の 11 月時点では、38 世帯、62 人が生活している。ここでは、墓地の
管理や、森に深刻な影響を与える火事へ問題が紹介されていた。火事に関しては、火事を予防し消火
する組織が連携して対策を行っており、埋葬地の除染サービスや維持はうまくいっているようである。 
特別管理区の変遷とそこに係る環境管理施策の報告として貴重である。福島の帰還困難区域の今後の
施策を考える上でも全訳する意味があろう。 
R9（検索順位 20）：「放射能管理地域における移住と人口統計学の推移（МИГРАЦИОННЫЕ И 
ДЕМОГРАФИЧЕСКИЕ ПРОЦЕССЫ В ЗОНЕ РАДИАЦИОННОГО КОНТРОЛЯ）」 Лихачев Н.Е. 
Сахровские чтения 2006 года:экологические проблемы XXI века p.46-48 2006 
概要と評価：モギリョフにおける人口の増減のデータとアンケートの内容について紹介している。政府とし
てもモギリョフ地区とゴメリ地区の産業の成長を目指しているが、人口流出や出生率の低下が甚だしいよ
うである。ソツォプロス（インターネットを通し、ロシア語圏の社会の意見を調査する機関）によると、現在
モギリョフに住んでいる人々の約 54％の人々が将来住むことを希望している。しかし、健康的な理由も含
め、このまま住むことに不安を感じている人も多いようである。モギリョフ外へ移住した人の中にはこの地
区への帰還も望んでいるが、否定的な意見も多い。特に若者は半数以上が帰還に難色を示した。さらに、
この地域の人々は子供を産むことをあまり望まず、そのことも重なり、人口は低下している。 
人口統計や住民意識を含む社会科学系の調査報告として貴重である。帰還困難区域に指定された福
島県飯舘村長泥行政区の住民意識と重なる部分もあり、福島の帰還困難区域での合意形成の前提とな
る住民意識の変化を予測する材料としても全訳する意味があろう。 
・チェルノブイリ and 土地 → タイトル検索：0 件／記事検索：約 9,270 件 
さらに検索キーワードを 2 語に減らして検索した結果、上位 20 位内で 15 件が入れ替わった。新たにヒット
した 15 件の中で、本研究の先行研究に該当するものはなかった。 
 
２－５ 日英露インターネット検索結果を比較して見えること 
表 検索ヒット数 
 日本語 英語 ロシア語 
キーワード タイトル 記事 タイトル 記事 タイトル 記事 
チェルノブイリ and 土地 and 利用 and 管理 0 217 1 26,500 0 3,500 
チェルノブイリ and 土地 and 利用 0 309 7 26,500 0 4,900 
チェルノブイリ and 土地 and 管理 0 261 2 38,300 0 4,840 
チェルノブイリ and 土地 1 390 27 43,400 0 9,270 
 
・記事検索ヒット数を比較すると、日本語 3 桁、英語 5 桁、ロシア語 4 桁と桁違いの結果が見えた。
http://www.internetworldstats.com/stats.htm の Top Ten Languages Used in the Web - June 30, 2016（Number 
of Internet Users by Language）によれば、インターネット上の使用言語の割合は、英語 26.3％、日本語 3.2％、
ロシア語 2.9％となっており、本検索においてロシア語の割合が高く示されているのは、まさに被災地域にお
けるフィールドに即した研究がアップされている結果だと考えられる。また、キーワード 3 語検索の結果にお
 
 
いて、英語のみで管理＞利用となっているのは、IAEA など英語を使用する研究者の意識が、Use(利用)より
も Management（管理）に傾斜していることの表れともいえよう。 
･日本語記事検索で抽出された 5 件の先行研究中、3 件が IAEA やベラルーシの情報に触発され
て行われており、そのいずれも福島原発事故との比較においてチェルノブイリ原発事故を取り上
げている。 
・英語タイトル検索で抽出された 11 件の先行研究の中で、3 件の原文がロシア語、1 件はウクライナ語であっ
た。このことは、現地語を使用する研究者がタイトルおよび概要に英語を用いた研究成果を多く発表している
ことを示していて、現地語を解読できない場合、本文の内容にアクセスできない。また、11 件中 2 件が[引用]
でヒットしたが、Web上で本体が見つからず、タイトル検索の限界が示された。11 件中 3 件の著者に名を連ね
ている Vandenhove, H.（Hildegarde Vandenhove）は、ベルギーの核研究センター（Belgian Nuclear Research 
Centre）に所属する環境科学・土壌科学・廃棄物管理（Environmental Science, Soil Science, Waste 
Management）を専攻する研究者であった。 
・ロシア語検索で抽出された 9 件の先行研究のすべてがフィールドに即した先行研究で、福島の帰還困難区
域の今後の環境管理の参考になる報告として認められた。 
 
３ 考察 
今回抽出した先行研究J1～J5、E1～E11、R1～R9計 25 件中、フルテキストまたは概要によって内容にアク
セスできた 23 件について考察を加える。 
環境管理方法に関する研究報告は 23 件中 21 件で、いずれも自然科学的な研究報告である。その中で、
施肥や段階的な農業的土地利用転換などによる土壌改良に関する報告が 6 件（E5・E8・E9・E11・R1・R3）、植
物を使った浄化「バイオレメデーション」に関する報告が 5 件（J2・J5・E2・E6・R7）、一般的な方法論に関する
報告が 3 件（J1・E1・E4・E9）、土地の汚染状況を含む農業経済学に特化した報告が 3 件（R2・R5・R6）、林業
に特化した報告が 2 件（J4・R4）となっている。自然科学的な環境管理方法に関する研究報告は、一定程度
チェルノブイリ原発事故被災地での蓄積があり、福島の帰還困難区域の環境管理を考える上で今後さらに重
要な意味を持ってくるものと思われる。 
住民の合意形成方法に関する研究報告は、23 件中 J3・E9・R9 の 3 件であり、その内 E9 は自然科学的環
境管理方法を、R9 は人口統計等社会科学的内容を含んでいる。J3 は福島での住民の合意形成方法を念頭
にチェルノブイリでの事例に触れている報告で、今回の検索方法の限界もあるのかもしれないものの、住民の
合意形成方法を正面から論じた唯一の検索結果である。チェルノブイリ原発事故が発生した当時、被災地域
はソビエト連邦共和国時代で、住民と土地の関係は福島原発事故におけるそれと異なるため、合意形成に関
する社会学的な調査研究が成立しにくい状況があったと考えられる。従い、この分野における方法論的な研
究は、福島原発事故以降の今後のわが国において開発される必要があるといえよう。 
今回抽出した先行研究 25 件中、発表年の不明な 1 件を除く 24 件の発表年を見ると、1991 年 2 件、1993
年 1 件、1996 年 1 件、1997 年 2 件、2000 年 1 件、2004 年 2 件、2005 年 1 件、2006 年 2 件、2008 年 1 件、
2011 年 1 件、2012 年 3 件、2013 年 2 件、2014 年 3 件、2015 年 1 件、2016 年 1 件で、福島原発事故以前が
14 件、以降が 10 件となっている。この内、最も早い発表年 1991 年はチェルノブイリ原発事故後 5 年にあたる。
また、ロシア語検索で抽出された 9 件は、2004 年以降に発表された報告で、それ以前の 5 件（内 2 件の原文
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ロシア語・1 件の原文ウクライナ語）はいずれも英語検索によるものである。このことから、福島原発事故被災地
での調査研究報告は、今後本格的に発表されてくることが予想される。 
 
＜初校時（2017.2.24）追記＞ 
本稿の投稿後、山中は 2016 年 11 月 20 日から 28 日にかけて、環境教育に係るチェルノブイリ被災地域調
査団に加わり、ベラルーシとウクライナを訪問した。以下、現地での見聞後の本稿に係る考察を追記する。 
放射線被害の最も大きかったゴメリ州の執行委員会（州政府）で、無人化した土地の管理について質問し
たところ、30km 圏外の 20 万 ha の汚染区域は政府機関である管理局が管理し、線量調査で低減が確認され
ると順次居住地域にもどしているとのこと。ただし、土地所有権が国にあるため、土地管理の方法は福島と異
なるという。また、J3 で参照された ETHOS プロジェクトについて照会すると、1996～98 年のフランス政府の協
力による個人経営の農場支援のためのプロジェクトであり、一部地区では農業協同組合のような形で行われ
たという。J3 での紹介のされ方とは異なる答えが返ってきた。1986 年に設立されたベラルーシ非常時事態省
付属放射線学研究所では、汚染された土地の回復や、農業分野を中心に食品の安全性に関する研究が行
われていることを見聞した。その中で特に興味深い研究が、日本の研究者と実験的に共同開発されている、
汚染度や農科学的なデータを入力すると、どのような作物を植えればよいか 60 年後まで示される最適化プロ
グラムであった。ゴメリ大学では、復興に関する国家プログラムの立案に携わった前放射線学研究所長のアヴ
ェリン教授から、積極的な情報提供による「住民からの信頼を取り戻す」ことの重要性をはじめ、検索では見つ
からなかった合意形成等社会学的な観点を含む小講演を聴くことができた。最前線のホイニキ地区執行委員
会（市役所）の副委員長ジャンナさんに、5 件の先行研究で扱われた「バイオレメデーション」の効果について
質問したところ、「全く効果がない」という答えが返ってきた。ポレーシェ放射線環境保護区内の視察では、事
故後繁殖した絶滅危惧種であったヨーロッパ・バイソンの群れに出会った。移住した住民の気持ちを顧みずに
言えば、人類が他の生物種の天敵であることを、人類がつくりだした放射線があぶり出していた。 
現地で直に接した情報とインターネット検索でヒットした先行研究の情報との間には、かなりのズレがあるよう
に感じた。そうした視点で見返すと、今回の検索で抽出した研究事例の多くは、英語に限らずロシア語・日本
語においても IAEA をはじめとするメジャーな研究メディアとの関連が強く、現場で聞いた情報の多くは、検索
してみてもネットには載っていない。インターネットが、ローカルでマイナーな情報をも網羅しているという幻想
は、実際にローカルな現場を訪ねることによって覆された。とはいえ、インターネット検索による先行研究のレ
ビューに意味がないわけではない。すなわち、ネットに載りやすい世界での傾向分析という限界を踏まえて、
結果を評価することが重要であると思われる。いまだ、ネットに載らないローカルでマイナーながら豊かな意味
を持つ知見も、世界には多く存在することを忘れてはならない。 
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